
位置づけ

⽔道事業、⼯業⽤⽔道事業の20年後から30年後を⾒据えて、
お客さまや事業に関わる皆さまと共有すべき将来像とその実現
に向けた取組の⽅向性を⽰すもの

ビジョンで描いた将来像を具体化するための４年間（平成28
年度から平成31年度）の実施計画

⻑期ビジョン

◆⽔需要予測
・本市の⼀⽇平均給⽔量は、昭和30年代から昭和40
年代後半の⾼度経済成⻑などにより、急激な増加を
続けてきました。

・平成４年度以降減少傾向にあり、今後も⼈⼝減少の
影響や産業構造の変化などにより、減少が続く⾒込
みです。

・少量使⽤者が増加し、多量使⽤者が減少する⽔需要
構造の変化は、今後も進む⾒込みです。

◆⽔道施設
・市内の⽔道管の管路延⻑は約9,100kmに及びます。
管路は順次⽼朽化し、更新需要は途切れることなく
訪れます。

・浄⽔場や配⽔池は主に昭和初期から昭和40年代に
建設されており、今後⽼朽化が進展します。

・管路や施設の更新には、多額の資⾦が必要になり
ます。

・⽔需要が減少し、施設能⼒に余裕が発⽣する⾒込み
です。

１ 将来の事業環境

概要版

一日平均給水量の推移
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→予測実績←

平成4年度

133万㎥/日

水需要のピーク

平成26年度

114万㎥/日
平成47年度予測

97万㎥/日

予算・運営⽅針

横浜⽔道⻑期ビジョン

横浜⽔道中期経営計画

全体版 は、横浜市
ホームページで
ご覧いただけます

⻑期ビジョン

中期経営計画

◆⽔道料⾦収⼊
・⽔需要構造の変化に加え、⼈⼝減少社会の到来により
⽔道料⾦収⼊の減少は今後も続く⾒込みです。

水道料金収入の推移（税込）
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横浜市総人口と管路延長の推移
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個々の
お客さま

地域住⺠､
⾃治会町内会､
学校など

市⺠、
市内企業
など

姉妹・友好都市、
新興国など

「暮らしとまちの未来を⽀える横浜の⽔」
横浜市⽔道局は、地⽅公営企業として、安全で良質な⽔を安定してお届けするとともに、地域や社会

からの要請に適切に応えることで、安⼼な市⺠⽣活と経済・産業など活⼒あふれる都市活動の源となり、
横浜の未来を⽀えていくことを⽬指します。

【確かな信頼】私たちは、お客さまや関係者の皆さまとの間に、より深い信頼
関係を築くため、⽔道事業体として求められる役割に全⼒で応えます。

【多様な連携】私たちは、⺠間企業などの様々なパートナーと連携することで、
より質の⾼いサービスを提供し、⽔道事業の発展を推進します。

【果敢な挑戦】私たちは、現状に留まることなく変化に柔軟に対応し、困難な
状況にも果敢に挑戦して国内外の⽔道事業の課題解決に取り組みます。

２ ⽬指す将来像

基本姿勢の「３つのＣ」

■基本理念

■基本姿勢

お客さまや⽔道事業に関わる⽅々が、それぞれの⽴場で将来をイメージしやすいように５つの領域に分
けた将来像を描いています。

３ 取組の⽅向性
⽬指す将来像の実現に向け、次の６つを重点的な取組の⽅向性として事業を推進していきます。

１ 安全で良質な⽔ ４ 充実した情報とサービス
２ 災害に強い⽔道 ５ 国内外における社会貢献
３ 環境にやさしい⽔道 ６ 持続可能な経営基盤

■将来の姿

・安全で良質な
⽔が安定的に
供給されてい
ます。

・ICTを活⽤した
お客さまサー
ビスや⼗分な
情報が提供さ
れています。

・⽔道局は地域に根ざした
⾝近な存在になっています。

・共助の取組が充実し、公助
への理解が深まっています。

・施設の効率的な更新・耐
震化と適正な規模への⾒
直しが進められています。

・環境・エネルギー対策が
推進されています。

・⽔源地域も含めた⽔源保全や
県域レベルなどで広域的な連
携が進められています。

・培ってきた技術⼒等を、国内
⽔道事業の維持・発展や災害
対策に⽣かしています。

・姉妹・友好都市等
との都市間協⼒や、
市内企業、横浜
ウォーター株式会
社との連携が進ん
でいます。

住宅

地域 都市 広域

国際

県内や国内の
⽔道事業体など



中期経営計画（平成28年度〜31年度）

施策⽬標 １ 安全で良質な⽔
■課題
・最適な浄⽔処理技術や厳しい品質管理で、今後も安全で良質な⽔を供給し続ける必要があります。
■主要事業（例）
【⻄⾕浄⽔場の再整備】
・施設の耐震化に併せて、原⽔⽔質に適した安定的な浄⽔処理を可能とする
ため、粒状活性炭処理※を導⼊する再整備に着⼿します。
※池に敷き詰めた活性炭に⽔を通す⽅法

【安全で良質な⽔を造るための品質管理】
・製品の品質管理の国際規格であるISO9001の認証による、⾼レベルの品質
管理を⾏います。

・国の⽔質基準より厳しい「⽔質管理値」を独⾃設定し、常に達成します。

■課題
・⾃助・共助・公助の連携による災害対応⼒の強化が求められています。
（平成26年度お客さま意識調査：飲料⽔備蓄率29.4％、災害時給⽔所の具体的な場所の認知度14.2％）
■主要事業（例）
【飲料⽔の備蓄促進】（⾃助）
・区役所や⾃治会町内会、社会福祉法⼈、企業等と連携し備蓄の啓発を推進します。

【災害時給⽔所の整備】（共助）
・災害時給⽔所の標識を順次リニューアルし、認知度を⾼めます。

【計画的な管路の更新・耐震化】（公助）
・更新の優先順位を付け、事業の平準化を図り、着実に更新・耐震化します。
（⽔道事業：計画期間中に約440km ⼯業⽤⽔道事業：計画期間中に2.2km）

災害時給水所の新しい標識

（イメージ）

環境にやさしい⽔道

■課題
・温暖化対策が世界的な課題となる中で、環境に配慮した省エネ
ルギー型の⽔道システムの構築が求められています。

■主要事業（例）
【再⽣可能エネルギーの継続的な導⼊】
・⼩⽔⼒発電設備など、導⼊の可能性がある場所について調査
を実施し、助成制度等の動向を⾒ながら、継続的な導⼊を図ります。

施策⽬標 ２ 災害に強い⽔道

施策⽬標 ３ 環境にやさしい⽔道

西谷浄水場の再整備（イメージ）

浄水処理施設
再 整 備 範 囲

充実した情報とサービス
■課題
・分かりやすい情報とニーズに沿ったサービス提供により、お客さまとの信頼関係の強化が求められています。
■主要事業（例）
【暮らしに⾝近な⽔道を実感できる取組】
・出前⽔道教室を引き続き実施するとともに、⽔道⼯事に対してご理解を
いただくため「⼯事現場⾒学会」を試⾏的に開催します。

・「健康と⽔」など暮らしに⾝近な話題や⽔道⽔の安全性などをお客さま
にアピールします。

施策⽬標 ４ 充実した情報とサービス

小学校４年生への出前水道教室

小水力発電イメージ（川井浄水場）

相模原沈でん池

発電機 ⻄⾕浄⽔場
などへ

（領域）住宅〜広域

（領域）住宅〜広域

（領域）都市〜広域

（領域）住宅〜都市

⻑期ビジョンの６つの「取組の⽅向性」を本計画の「施策⽬標」に位置付け、以下の取組を重点的に進めます。



■課題
・地⽅公営企業として、地域社会の課題解決への⽀援だけでなく、市内経済
の活性化や国内外の⽔道事業体に対する⽀援が期待されています。

■主要事業（例）
【障害者就労施設等への発注促進】
・使⽤済みの⽔道メーターの分解作業等を障害者施設に積極的に発注します。

【横浜ウォーター株式会社との連携推進】
・⽔道局の持つ技術や経験、横浜ウォーター株式会社ならではの機動⼒や幅
広い⺠間企業とのネットワークなどを発揮して、国内外の⽔道事業の課題
解決に貢献します。

■課題
・技術継承や災害対応⼒の維持を考慮しながら、⽣産性の⾼い組織の構築が求め
られています。

・アセットマネジメント⼿法※による施設整備費の縮減・平準化や、効率的な執
⾏体制の構築などで経費削減を進めることが求められています。
※中⻑期的な視点に⽴ち、財源を確保しながら施設を適切に維持・更新するための管理⼿法

■主要事業（例）
【⼈材育成による組織⼒の向上】
・マスターエンジニア制度等を活⽤して着実に次世代のリーダーへ技術やノウ
ハウを継承するとともに、経験の浅い職員を早期に育成します。

施策⽬標 ５ 国内外における社会貢献

持続可能な経営基盤施策⽬標 ６

アフリカからの研修生受入れ
（漏水修繕工事の様子）

マスターエンジニアの研修風景

財政収⽀計画
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→予算・計画実績←
（億円）

料金収入（税抜）：607億円

累積資金残額：32億円

純損益：46億円

安全で良質な⽔を安定してお届けするため、事業費の縮減・平準化を図りながら施設の更新・耐震化を
着実に進めるとともに、経費の削減や効率的・効果的な執⾏体制の構築など経営改⾰を進めます。
あわせて、今後さらに厳しさを増す財政状況を踏まえて、⼈⼝減少、少⼦⾼齢化の進展など、これから

⾒込まれる事業環境の変化を⾒据えた料⾦体系の在り⽅などについて中期経営計画期間内に検討し、持続
可能な事業運営を⽬指します。

料金収入・純損益・累積資金残額の推移

厳しい財政状況の中で、経費削減などの努⼒を⾏いながら、中期経営計画の取組を進めて、次の３つ
の⽔準を維持できるよう財政収⽀計画を策定しました。

（１）毎年度50億円程度の純利益を確保します。
（２）４年間で約35億円の企業債残⾼の縮減を図ります。（平成31年度末残⾼1,638億円）
（３）31年度末は約30億円の累積資⾦を確保できる⾒込みです。

（領域）住宅〜国際

（領域）地域〜国際
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